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【文献番号】 ２８０９１９９２ 
【文献種別】  判決／最高裁判所第一小法廷（上告審） 

【判決年月日】  平成１６年 ７月 ８日 

【事件番号】 平成１５年（受）第１２５９号 
【事件名】 株主総会決議不存在確認、株主権確認請求事件 
【裁判結果】  破棄差戻 
【裁判官】  泉徳治 横尾和子 甲斐中辰夫 島田仁郎 
【参照法令】  民法９５条・９６条１項 商法２５２条 

 
《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
 本件の上告人はＡ会社、ＢおよびＣの３名である。ＢおよびＣはＡ会社発行済株式の半数ずつ
を保有するとともに、Ｂは代表取締役、Ｃは取締役の地位にあった。ＢはＤ会社の創業者である
亡Ｅの子、Ｃは亡Ｅの妻である。被上告人はＦ会社およびＧ会社で、両会社の株式はＨがすべて
保有している。ＨはＤ会社の元従業員で、Ｄ会社では主に財務や経理の業務に従事していた。平
成５年６月から平成８年１２月までＨは、Ｄ会社から派遣されてＩ会社の監査役の地位にあった。
Ｉ会社ではＢが代表取締役を務めるとともに、その株式の相当部分を保有する。ＢおよびＣは遅
くとも平成８年６月ころ以降、Ｈに対し、Ｉ会社の経営管理体制の強化・充実やＣが死亡した際
の相続税対策、Ｅの遺族の財産の保全・増加に必要な方策の実施に係る事務を委託した。同時に、
方策実施のためにＨがＩ会社、Ａ会社、Ｆ会社、Ｇ会社、Ｊ会社等の関係する会社を活用するこ
とも了承した。 
 
 Ｂは平成９年１１月２３日ころ、Ｃに対し、Ｃの有するＡ会社株式を購入したいと申し出た。
Ｃの相続が発生した時の相続争いを防ぎ、Ｂが当時企図していたＡ会社を活用した事業のリスク
をＣに負担させないようにとの意図に基づく。ＣはＢからの申し出を承諾した。平成１１年１１
月８日ころＨはＢに対し、Ａ会社の財務内容等を説明し、最終的には関係する会社がＣの有する
Ａ会社株式を１億円で買い取ることを提案した。これを受けて同日ころＢはＨに対し、ＢがＣか
ら譲り受ける予定の株式に加え、Ｂの有するＡ会社株式もＨが選定する相手先に譲渡すること等
を依頼した。Ｈからの提案に基づき平成１１年１１月９日ころ、ＣはＢとの間で、Ｃの有するＡ
会社株式を１億円でＢに売り渡す旨の契約を締結した。同月２２日にＢはＧ会社との間で、Ｃか
ら買い受けた株式を１億円でＧ会社に売り渡す旨の契約を締結した。またＦ会社との間で、Ｂの
有するＡ会社株式を１億円でＦ会社に売り渡す旨の契約を締結した（以下ではこれら３つの契約
をあわせて「本件売買契約」と記す）。Ｃへの売買代金はＪ会社がＢ名義で支払い、またＢへのそ
れについてはＦ会社が支払った。平成１２年１月７日にＢはＡ会社に対し、Ａ会社株券の発行を
求めるとともに、Ｆ会社およびＧ会社にＡ会社株式を譲渡したので、株券発行後はＦ会社および
Ｇ会社のために株券の保管を求める旨の書面を交付した。平成１２年１月１３日にＡ会社は、Ｆ
会社およびＧ会社に対しＡ会社株券を発行した。平成１２年１２月２５日ころＢはＡ会社に対し、
Ａ会社の代表取締役を辞任する旨の書面を提出した。平成１３年１月１８日にはその旨が登記さ
れ、ＣについてもＡ会社の取締役を辞任した旨が登記された。 
 
 Ａ会社の財務状況は平成１０年および翌年のいずれも１２月３１日当時、約１０億円の純資産
を有していた。平成１０年１０月３１日にＡ会社は、Ｉ会社との間で翌日から１０年間、Ａ会社
が５０億円の範囲でＩ会社の借入れに対する保証の供与を約した。平成１１年２月９日ころにＨ
は、Ｂが自己の資産の運用管理を引き続きＨに委託する旨の書面（以下では「本件残高確認書」
と記す）を作成してＢに示し、Ｂは記載内容を確認する趣旨で本件残高確認書に署名押印した。
本件残高確認書にはＢが有するＡ会社株式の評価参考価額が約５億円である旨が記載されてい
た。また同年３月にはＡ会社の代表取締役としてのＢ名義でＡ会社の確定申告書が税務署に提出
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され、その確定申告書にはＡ会社の純資産が約１０億円である旨を示す貸借対照表が添付されて
いた。 
 
 平成１３年２月１３日にＢおよびＣは、自分たちがＡ会社株主であるとしてＡ会社の株主総会
を開催した。総会ではＡ会社の取締役Ｍ、同Ｎ、同Ｏおよび同Ｐを解任する件、並びにＢ、Ｃお
よびＱを取締役に選任する件が決議された（以下ではこれら２つの決議をあわせて「本件各決議」
と記す）。臨時株主総会議事録も作成され、翌日には解任および選任に係る登記手続も了した。以
上の事実に基づきＦ会社およびＧ会社は、Ａ会社に対し総会決議不存在確認の訴を提起した（以
下では「第１事件」と記す）。本件各決議はＡ会社の株主でも取締役でもないＢおよびＣの開催し
た総会で行われたとの理由である。これに対しＢおよびＣは、Ｆ会社およびＧ会社に対し、Ｂお
よびＣがＡ会社株主であることの確認を求める訴を提起した（以下では「第２事件」と記す）。本
件売買契約はＨの詐欺によるか、または錯誤、公序良俗違反もしくは暴利行為により無効との主
張である。ＢおよびＣは、Ｈが自分たちを誤信させたと主張する。実際はＨの支配するＦ会社お
よびＧ会社をＢおよびＣが支配すると誤信させ、ＢおよびＣの資産管理のために本件各売買契約
が必要と誤信させて、約１０億円の価値を有する株式を２億円で売却させたとの主張である。さ
らに代金２億円がＢおよびＣの支配するＩ会社から移された資金である旨も主張する。 
 
 原審は第１事件に係るＦ会社およびＧ会社の請求を認め、第２事件に係るＢおよびＣの請求を
棄却した。第２事件で問われる本件各売買契約を有効と判断する際、およそ以下の５点を指摘す
る。①ＨがＢに、Ａ会社の財務内容等を説明した上で、Ｃの有する株式を関係会社で買い取るこ
とを提案したところ、自己保有分も含めて合計２億円で売却することをＢが希望した。②Ａ会社
は約１０億円の純資産を有していたが、Ｉ会社に対して５０億円の保証約束をしており、Ｉ会社
の資金繰りを支えるために相当多額の支出が見込まれていた。③Ａ会社は安定して利益が計上で
きる財務体質ではないため、Ａ会社株式の買受人は一定期間資金を寝かせることになる状態だっ
た。④Ａ会社は非上場会社のため株価算定に一義的に明確な基準はなかった。⑤Ｂは本件残高確
認書によりＡ会社株式の評価参考価額を認識しており、またＡ会社の純資産額が約１０億円存在
することが容易にわかる貸借対照表が添付された確定申告書がＡ会社代表取締役としてのＢ名義
で提出された。 

 
２．判決の要旨 
  Ａ会社、ＢおよびＣからの上告に対して最高裁はおよそ以下のように判示し、原判決を破棄し
て原審に差し戻した。「本件各売買契約当時、Ａ会社の純資産は約１０億円であったにもかかわら
ずＡ会社の全株式をＦ会社およびＧ会社が合計２億円で取得することになったが、これはＨの提
案に基づくものだった。ＢおよびＣは当時Ｈを全面的に信頼しており、ＨからＢおよびＣの財産
の保全・増加に必要であると示された方策に従っていた。ＨはＦ会社およびＧ会社の全株式を有
する者であって、本件各売買契約の結果、労せずして多額の利益を得た。これらの事実に照らす
と本件各売買契約につき、ＢおよびＣにおいてＨからの働きかけにより、本件各売買契約の相手
方であるＦ会社およびＧ会社に対するＢおよびＣら一族の支配関係またはＡ会社の株式の実質的
な価値に関し錯誤に陥ったことを直ちに否定することはできない。以上に鑑みると、本件各売買
契約に係るＨの欺罔の事実またはＢおよびＣの錯誤の事実について十分に審理することなく、こ
れを否定した原審の判断には、審理不尽の結果法令の適用を誤った違法がある」 
 
３．本件判決についてのコメント  
 （１）本件のＥは自動車メーカー本田技研工業の創設者である故本田宗一郎、ＢとＣは故宗一
郎の長男と妻、Ｄ会社は本田技研工業、そしてＩ会社はＦ１エンジンで知られる無限である。事
件に関係する人物と会社の高い知名度に加え、ＢとＨが脱税容疑で逮捕・起訴された［１］こと
もあり、事件はメディアの注目を多く集めた。別訴も提起され［２］、平成１７年５月１９日には
Ｈに対し、Ｉ会社へ２６億円の返還を命ずる判決が東京地裁で言い渡されている［３］。また本判
決については、差戻審でＢおよびＣの株主であることが認められ［４］、平成１７年６月３日に最
高裁はＨ側の上告を退ける決定を言い渡した［５］。株主総会決議不存在確認を求めた第１事件と
株主権確認を求めた第２事件から成る本件について、株主権の確認は確定したこととなる。残る
は第１事件の帰趨である。この点について、本判決の原審が２つの事件について２つの判断を言
い渡したのに対し、本判決およびその後の差戻審は第２事件の判断を示したに過ぎない。第１事
件の判断が示されていないのは、第２事件で株主権が確認されれば本件各決議の有効な成立も認



-商法 -       

  

 3

められると裁判所が認識していたこととなろうか。仮にそのように捉えた場合、本判決の中心的
な争点は第２事件の株主権確認の可否であり、これについて判断が示されれば第１事件の総会決
議不存在確認の可否も必然的に決まると理解されることとなろう。総会決議不存在確認の訴につ
いては、手続的瑕疵が著しいか軽微かで不存在確認または決議取消のいずれかという論点を伴う
［６］が、手続的瑕疵の争われていない本件ではこうした論点について判断する必要もない。 
 
 （２）けれども第２事件で争われた株主権の存在が判決で確認されても、第１事件で争われる
総会決議が当然に是認される訳ではない。本件の事案に照らせば、以下のような具体的争点が想
起されるからである。①平成１３年２月１３日に開催され本件各決議のなされた総会（以下では
「本件総会」と記す）の招集権者は誰か。本件総会の招集通知の名宛人たる株主は誰か。本件総
会が商法２３１条所定の取締役会による招集でないとすれば、どのような形態で招集・開催され
たのか。②解任決議のなされた本件総会にはＭ、Ｎ、Ｏ、Ｐら当時の取締役が出席していたか。
欠席の場合、取締役・監査役の出席が排除されたために欠席となったのか。③Ｍらを解任する以
前にＭらの選任が当然にあり得べきだが、そもそもＭらを選任する際には、ＢおよびＣの株主で
ないことが前提となっていたのではないか。またＭらの解任について、ＢおよびＣの株主権確認
は解任の正当事由となるか。 
 
 以上の①ないし③のうち、①は事実認定の問題である。本件ではＢおよびＣが自分たちが株主
であるとして本件総会を開催し、Ｍらを解任しＢ、Ｃ、Ｑを取締役に選任する決議を行ったとの
事実がある。この事実によれば、招集の時点ではＢおよびＣは自らを取締役として認識していな
かったこととなろう。したがって仮にＢおよびＣが招集手続をとったとしても、当該手続は商法
２３１条に基づく取締役会による招集手続ではない。また商法２３７条によれば総会の目的事項
および招集理由を記載した書面を取締役に提出して総会の招集を請求し、招集手続がなされない
場合に裁判所の許可を得て株主が招集手続をとる旨が定められている。けれども本判決ではこう
した一連の手続がとられた旨は何も記されていない［７］。そうだとすれば、本件各決議の有効性
を是認するには、招集権者や招集手続を問題とすることなく、自らを株主と主張するＢおよびＣ
の２名が出席し、２名で全株主が出席したと解さなければなるまい。本件総会の開催された平成
１３年２月当時の法制度に照らせば、本件総会は解釈論で是認されていた全員出席総会と認識さ
れよう［８］。 
 
 （３）それではＭらの本件総会への出欠に関する②はどうか。判決に示された事実関係ではＭ
らが本件総会へ出席したとは言及されていない。仮に欠席だったならば取締役・監査役の総会出
席義務との関係が問題となる。本件で具体的に言えば、全員出席総会への取締役・監査役の出席
義務である。出席義務について、学説では商法２３７条ノ３が定める説明義務の前提と理解され
ている［９］。説明義務を質問権との対応関係で把握する通説［１０］を基礎に、質問権の行使に
対し説明義務の履行が求められるので、出席義務の履行もまた要求されるとの理解である。ただ
し全員出席総会では招集手続の省略が許される［１１］。招集手続がない以上、議題・議案のみな
らず開催の日時・場所すらも、株主以外の総会出席者に対し、総会に先立って知らされることが
ない。こうした状況で取締役・監査役に総会への出席を要求するのは不可能と言わざるを得まい。
それゆえ取締役・監査役の全員出席総会への出席義務については、一方では説明義務の履行を求
めつつも、他方で不可能を求めない解釈が必要となろう。従来ほとんど論じられなかったと思わ
れるこの点について、若干の分析・検討を加えておこう。 
 
 まず総会出席義務の目的、発生時、履行時、義務違反の効果等について分析しよう。招集手続
の履践から総会の開会、議事の進行、採決による決議と続く一連のプロセスのうち、全員出席総
会では招集手続自体が省略され得るので、取締役・監査役に対する招集手続の履践はそもそも問
題とされるべきではない。また決議の時点では定足数や多数決の要件が問題となるが、それは議
決権の数の問題であり、取締役・監査役の出欠とは関係ない。そして出席の目的が議事を経て決
議することにあり、決議自体について出欠が問題とならないのであれば、出席義務が問われるの
は議事の時点であろう。議事に着目すると、出席義務が問題となる場合としては２つが考えられ
る。質問権の行使に対して説明義務を履行する場合、および提案の理由・趣旨等を説明する場合
の２つである［１２］。（ア）２３７条ノ３が定める説明義務の前提として捉えた場合、出席義務
の発生時は説明義務の発生時以前である。もっとも質問に対する説明が出席の目的なら説明義務
の履行時に出席していれば足りるが、説明義務の履行内容を認識するべく、説明義務の発生時［１



-商法 -       

  

 4

３］には出席義務が履行されていなければなるまい［１４］。したがって総会出席義務の履行時は
説明義務の時点であり、それはすなわち、株主による質問権行使の時点となろう。もっとも説明
義務違反に対しては決議取消事由との効果が想定されるものの、出席義務自体の違反については、
質問権の行使がない限り問題となり得ないのではなかろうか。（イ）質問権と説明義務に関する通
説的理解は会議体の一般原則に由来するが、会議体の一般原則によればその他、議案の提案者に
提案の理由・趣旨の説明が求められる［１５］。通常の場合には取締役会に総会の招集権限が帰属
し、議案も取締役会で決定されるので、取締役会の構成員が提案の理由・趣旨を説明するために
出席義務を負う［１６］。そしてこの場合の出席義務は議案の提案者が負担する義務なので、株主
提案権を行使した株主や、少数株主により招集された総会における当該少数株主も負担すべき義
務である［１７］。発生時としては出席義務の内容が確定する時点、すなわち議案の決定時と解さ
れよう。少なくとも議案が付議される時点で出席義務が履行されていなければならない。仮に出
席義務に違反したならば提案の理由・趣旨が説明されず、議事に入れないため、決議をそもそも
なし得ないこととなろうか［１８］。 
 
 総会出席の目的を提案の理由・趣旨の説明および質問に対する説明に分けて以上のように考え
た場合、取締役・監査役の総会出席義務は、常に負わされる訳ではないと考えられよう。換言す
ればケース・バイ・ケースにより、取締役・監査役が出席していなくとも総会決議が有効に成立
する場合もあり得る。もとより実際には、取締役・監査役の全員が出席する必要はなく、説明を
賄うべき者が総会に出席すれば足りる。本件総会がＢおよびＣの出席による全員出席総会で、Ｂ
またはＣにより議案が提案され、ＢまたはＣのいずれからも取締役・監査役への質問が発せられ
なかったのであれば、出席義務および説明義務を問わなくてもよいと解されよう［１９］。換言す
ればこうした条件が充足される場合にのみ決議に瑕疵がないと解されるに過ぎない［２０］。 
 
 （４）最後に、Ｍらの解任に関する③はどうか。Ｍらを選任する総会決議が行われた時期につ
いて、本判決は何も言及していない。また平成１２年１２月から平成１３年１月にかけて、Ｂお
よびＣの辞任が成立していたのか否かについても定かではない［２１］。明らかなのは、本件総会
にてＭらの解任およびＢ、Ｃ、Ｑの選任が決議されたことのみである。すでに述べたように、全
員出席総会たる本件総会に取締役・監査役が欠席でも決議自体の効力に影響が及ばないとすれば、
Ｍらの解任決議も有効と解すべきこととなろう。商法２５７条２項および同２５７条ノ３第２項
に基づき、解任には総会の特別決議が求められるものの、全員出席総会の全株主たるＢおよびＣ
が出席し、両名の賛成により成立したのであれば、決議は有効に成立する。もっとも２５７条１
項但書および２５７条ノ３第１項但書に基づき、Ｍらの解任に正当事由がなければ、解任により
生じた損害をＡ会社が賠償しなければならない。解任の正当事由については、職務遂行上の法令・
定款違反行為のほか、心身の故障［２２］、職務への著しい不適任［２３］等が指摘されている。
本件のＭらについて、こうした事情が存したとは認定されていない［２４］。また仮に本件売買契
約を踏まえてＧ会社およびＦ会社をＡ会社の全株主としてＭらが選任され、後に本件の第２事件
で本件売買契約が錯誤と判断されたとしても、そこで問われるべきはＭらの選任決議の有効性に
他ならない。解任の正当事由を問う理由が取締役の任期に対する期待を保護する点に鑑みた場合、
Ｍらの選任自体が争われていない以上、本件の解任決議は正当事由を欠くものと言えよう。した
がって本件では、Ａ会社はＭらに損害賠償責任を負うと解される。 
 
 それでは本判決を経て第２事件の確定した現在、仮にＢおよびＣが、自らが全株主となってい
るＡ会社のＭらに対する損害賠償責任負担を嫌い、Ｍらの選任決議の効力を争うことは考えられ
るか。Ｍらの選任自体が決議内容の法令違反とは考え難い以上、決議無効確認はあり得ず、決議
の取消または不存在確認を請求することになる。そして株主でない者のみによってなされた決議
ならば、瑕疵の著しさを問う立場であれ、法的に総会決議と評価することの可否を問う立場であ
れ、いずれの立場にせよ不存在確認を請求することになろう［２５］。その場合、Ｍらを選任した
とされる時期は明らかでないが、仮に選任決議が不存在とされた場合、その後の取締役の地位を
連鎖的に否定する結論に帰着することも考えられる。ただし本件総会が全員出席総会である以上、
本件総会の時点で連鎖的否定は断たれよう。また不存在確認の効果について学説の大勢は、判決
が確定するまでの間になされた行為の効力を、商法１４条をはじめとする表見法理や事実上の取
締役理論等を駆使して、可能な限り有効と解すべき旨を唱える［２６］。取引相手方の保護をこう
して図った場合、問題はＡ会社の内紛処理に限定されることとなり、「事案に応じた適切な処理を
追求すべき［２７］」と解するなら、選任決議の不存在確認を認める余地もあろう。ただし選任決
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議の不存在確認を認めた場合は解任もあり得ず、解任の正当事由がないために問題となるＡ会社
の損害賠償責任が問われることもあり得ないが、Ｍらがすでに受領した報酬の返還は問題となり
そうである。この点については、事実は取締役でないにもかかわらずＭらがＡ会社取締役として
の職務を果たしていたなら、Ａ会社をそれによる受益者と捉え、損益相殺の法理により返還請求
を退ける処理も考えられよう。 
 
注 
［１］朝日新聞平成１５年７月２日朝刊、日本経済新聞平成１５年７月２２日朝刊等を参照。ま
た日本経済新聞平成１５年９月５日夕刊によれば、Ｂの逮捕・起訴で傷ついたブランドイメージ
を建て直すため、Ｉ会社は別に新会社を設立し、Ｉ会社のすべての事業を譲渡するとのことであ
る。 
［２］日本経済新聞平成１５年７月１日朝刊によれば、Ｉ会社側が４件の民事訴訟を提起してい
るほか、横領と背任の容疑でＨを東京地検に告訴したとのことである。 
［３］朝日新聞平成１７年５月２０日朝刊参照。 
［４］日本経済新聞平成１６年１２月２２日夕刊参照。 
［５］日本経済新聞平成１７年６月４日朝刊参照。 
［６］小島孝・新注会（５）２５２条注釈２７（１９８６年、有斐閣）参照。なお江頭憲治郎『株
式会社・有限会社法［第４版］』３３２頁（２００５年、有斐閣）および前田庸『会社法入門［第
１０版］』３６０頁（２００５年、有斐閣）参照。そこでは、何らかの決議はあっても法的に総会
決議と評価できない場合が決議不存在に該当すると述べられている。手続的瑕疵が著しいか否か
を問うか、それとも法的に総会決議と評価できるか否かを問うかの点で、枠組みの違いが認めら
れよう。もっとも評価できるか否かの判断については、物理的に決議が存在しない場合のほか、
招集通知もれの著しいような場合も含めた手続的瑕疵の判例が紹介されている。それゆえ手続的
瑕疵に照準を合わせるのであれば、法的に総会決議と評価できるか否かを問う判断枠組みは、手
続的瑕疵が著しいか否かを問うそれと大差ないと考えられよう。そして手続的瑕疵が著しいか否
かが決議の不存在と取消を区別するメルクマールとなるのであれば、著しいか否か、換言すれば
程度問題がまさに具体的事件では争点となろう。もっともこうした程度問題は決議不存在と決議
取消の異同についてのみ論じられる訳ではない。例えば商法２８０条ノ２第２項が定める「特ニ
有利ナル発行価額」の「特ニ」や、同法２８０条ノ１１が定める「著シク不公正」の「著シク」
においても同様に論点となり得る。けれどもそれらは司法的裁量の問題であり、一般条項的機能
を備える点に注意する必要があろう。倉沢康一郎『会社判例の基礎』２０７頁（１９８８年、日
本評論社）参照。仮に決議不存在と決議取消の異同についても、程度をめぐる司法的裁量の問題
として処理されるのであれば、確認訴訟か形成訴訟かの論点をはじめとする法理論面での相違に
もかかわらず、裁判実務面では事実認定レベルの問題として処理されることとなる。そうだとす
れば江頭・前掲書および前田・前掲書の説く法的枠組みは、瑕疵の程度のみに帰着させない以上、
裁判実務面でも法理論的相違を維持することになろうか。なお弥永真生『リーガルマインド会社
法［第８版］』１５７頁（２００４年、有斐閣）も参照。そこでは、取消事由より大きい瑕疵に加
え、３か月の経過とともに決議の効力が争えないものになることが不当と感じられる程度の瑕疵
が、決議を不存在とする瑕疵とされる。 
［７］さらには一定の場合に裁判所による総会招集もあり得るが、本判決ではそのような事実は
記されていない。商法２３７条ノ２第３項、同２９４条３項参照。 
［８］なお平成１４年商法改正により、議決権を行使できる総株主が同意した場合に招集手続な
しで開催を認める商法２３６条が制定された。 
［９］前田・前掲書（注６）３３１頁、龍田節『会社法［第１０版］』１７４頁（２００５年、有
斐閣）、神田秀樹『会社法 第五版』１０８頁（２００４年、弘文堂）。 
［１０］江頭・前掲書（注６）３１５頁（注６）、神田・前掲書（注９）１０８－１０９頁、宮島
司『会社法概説［第三版補正二版］』２１９頁（２００４年、弘文堂）等を参照。 
［１１］ちなみに一人会社の株主総会については、その１人の株主が出席すればそれで株主総会
は成立し、招集手続は不要と解されている。最判昭和４６年６月２４日民集２５巻４号５９６頁。 
［１２］説明義務を２つに分ける点については宮島・前掲書（注１０）２２０頁、龍田・前掲書
（注９）１７４頁、河本一郎『現代会社法 新訂第九版』４１８－４１９頁（２００４年、商事
法務）等を参照。 
［１３］厳密に言えば説明義務の発生時と履行時の間には若干のタイムラグがあり得る。株主か
らの質問権行使の時点で説明義務は発生するが、説明義務が履行されるのは２３７条ノ３第１項
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但書所定の説明拒絶事由に該当するか否かを検討し、該当しないと判断した以後の時点である。
拒絶事由の有無を検討するために必要な時間が、発生時と履行時のタイムラグとなる。 
［１４］解釈論として考えた場合、出席義務の発生時を取締役就任時とし、実際の総会出席は義
務の履行の問題として処理する方途があり得るかもしれない。ただし質問権に対する説明義務の
履行は、すべての取締役に対して求められる訳ではない。総会へ出席せずとも個別の取締役につ
いて、義務違反に問われないのであれば、すべての取締役が負うべき義務ではなく、出席義務は
取締役会として負うべき義務と考えるのが適切ではなかろうか。仮にこのように考えるなら、取
締役会で２３７条ノ３所定の説明義務を賄うべき取締役が具体的に決定された時点で、当該取締
役に総会への出席義務が発生すると解されよう。 
［１５］なお河本・前掲書（注１２）４１９頁によれば、議長は議案について自ら説明し、また
は他の者をして説明させなければならないとされる。議長たる地位に基づいて説明義務を負うか
については疑問の余地もあろうが、総会を適切に運営すべき議長の権限行使としてならば理解可
能であろう。 
［１６］この点に関連して、商法２６０条ノ３第１項で取締役会への出席義務が監査役に定めら
れている点に注意する必要があろう。監査役が取締役会の構成員で、当該構成員が議案提案者と
しての説明義務を負担し得るのであれば、議案提案者としての説明義務は監査役にも発生し、監
査役の総会出席義務も問われよう。 
［１７］河本・前掲書（注１２）４１９頁参照。 
［１８］もっとも提案者から提案の理由・趣旨について説明がなくとも、議案が決定されている
以上、当該議案についての修正動議の提出は不可能ではあるまい。その場合、動議提出者から動
議提出の理由・趣旨が説明されれば、当該動議について議事に入り決議することも考えられない
訳ではない。 
［１９］この点について、江頭・前掲書（注６）２９２頁（注６）参照。そこでは取締役・監査
役を排除した全員出席総会の決議には、取り消し得べき瑕疵があると解すべき旨が記されている。
このように解すべき理由は必ずも明らかでない。取り消し得べきとの理解からすれば、２４７条
１項所定の取消事由に該当することになろう。そして決議内容や特別利害関係を問わないのであ
れば、同項１号の取消事由を問うこととなろう。けれども法令には、取締役・監査役の総会出席
を排除してはならない義務の規定がない。当該義務を定める定款規定もないような場合、招集手
続・決議方法の著しい不公正を理由とするのだろうか。仮に理由をこの点に求めるとしても、全
員出席総会では招集手続自体がそもそも省略可能なので、招集手続の著しい不公正は問題となら
ないはずであろう。残るは決議方法の著しい不公正である。この点については、ことさら株主の
出席困難な時間・場所に開催した場合や、やむを得ない事情もなく変更に当たって万全の策を講
じることもなく株主総会の開催場所を当日に至って変更した場合等が該当する。岩原紳作・新注
会（５）２４７条注釈２０（１９８６年、有斐閣）参照。これらを著しい不公正と認識すべき理
由が株主による議決権行使の保護に基づくのであれば、議決権のない取締役・監査役に対し、株
主と同様の保護が付与されるべきことにはなるまい。 
［２０］取締役・監査役の欠席にもかかわらず決議に瑕疵がなく有効に存在するとされる場合で
も、取締役・監査役が決議事項をどのようにして知り得るかという問題は残る。なぜなら商法２
５４条ノ３の文言によれば決議を遵守すべき義務を負うにもかかわらず、決議事項を知り得ない
のであれば遵守は不可能だからである。全員出席総会の開催される会社の多くは小規模の閉鎖的
な会社で、事実上は決議事項を知悉し得るであろう。しかしながら理論的には、決議事項を知り
得る方法の問題とともに、仮に決議事項を知り得ない場合には総会決議に反する取締役の行動に
ついて２５４条ノ３の義務違反を認定し得るか否かの問題も考えられよう。 
［２１］Ｂについては、代表取締役を辞任する旨の書面が平成１２年１２月に提出されたことが
認定されているが、取締役の辞任については定かでない。また平成１３年１月１８日に辞任した
旨が登記されているが、辞任登記に形成的効力はない。民法６５１条１項の解釈として辞任の意
思が問われるのであれば、ＢおよびＣの辞任について吟味されるべきはＢおよびＣの意思である。 
［２２］最判昭和５７年１月２１日判時１０３７号１２９頁。 
［２３］東京高判昭和５８年４月２８日判時１０８１号１３０頁。 
［２４］その他、近藤光男［判批］鴻常夫ほか編『会社判例百選［第六版］』８２頁（１９９８年、
有斐閣）参照。そこでは取締役の経営上の失敗についても解任の正当事由と解すべき旨が唱えら
れている。正当事由の範囲については議論があるが、本件ではＭらが経営上の失敗をしたとの事
実は認定されていない。 
［２５］もとより商法２４８条１項により決議取消訴訟には３か月の提訴期限が定められている
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ため、本判決以後の時点でＭらの選任決議の取消を求めることは不可能である。 
［２６］例えば、江頭・前掲書（注６）３２８頁（注５）、神田・前掲書（注９）１１７－１１８
頁、弥永・前掲書（注６）１５９頁等を参照。 
［２７］江頭・前掲書（注６）３３２頁（注１）参照。 

（平成１７年８月３０日）          
著者：立命館大学大学院法務研究科教授 品谷篤哉     

  
 


